
 

 

 

 

 

 

 

 

１．法人の名称  社会福祉法人 いなほ福祉会 

   法人認可年月日 平成１０年８月１８日 

   法人設立年月日 平成１０年８月２４日 

 

２．主たる事務所 和歌山県東牟婁郡那智勝浦町宇久井１６２３番地１ 

   電 話 ０７３５－３０－４０６１ 

ＦＡＸ  ０７３５－３０－４７１２ 

 

３．法人のめざすもの〔基本理念〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 私たちは、いなほ福祉会の理念のもとに、実践・経営・運動を行います。 

 

 

 

 

 

 

令和８年度（２０２６年度） 
法人事業計画 

社会福祉法人 いなほ福祉会 

 

ア、障がいのある人および発達のつまずきのある子どもを主人公と

し、「生活」「労働」「遊び」等をとおして、一人ひとりの豊か

な発達と社会的自立をめざします。 

 

イ、障がい児・者福祉の拠点として、障がいのある人および発達のつ

まずきのある子どもとその家族の願いにもとづき、安心して生活

が送れるよう福祉事業の整備と機能の充実をめざします。 

 

ウ、地域との相互理解を深めながら、共に暮らしていける地域社会を

めざします。 

 

エ、関係者の総意にもとづき、民主的な運営・経営を行います。 



 

 

４．法人が実施する社会福祉事業 

 

  第２種社会福祉事業 

  （１）障害福祉サービス事業の経営 

  （２）障害児通所支援事業の経営 

  （３）障害児相談支援事業の経営 

  （４）特定相談支援事業の経営 

 

事業所名 事業種別 定 員 開設年月 

いなほ作業所 

（中里出張所） 

（太地出張所／パン店舗） 

（下里出張所） 

就労継続支援Ｂ型 ４０名

１９９９年 ４月 

２０１３年 ２月 

２０１５年１２月 

２０１７年 ６月 

ワークショップゆう 
就労継続支援Ｂ型(２０名)

生活介護(１０名) 
３０名 ２００１年 ４月 

平見ハイツ 共同生活援助 １０名 ２０１５年 ２月 

通園くじら 児童発達支援センター １６名 ２００３年 ４月 

通園めだか 児童発達支援センター ２４名 ２００８年 ５月 

通園らっこ 児童発達支援 １０名 ２０１５年 ４月 

放デイほたる 放課後等デイサービス １０名 ２００４年 ２月 

 

 

５．法人の評議員及び役員の構成 

   

   評議員    理 事    監 事 

７名 ６名 ２名 

                   

 

 

 

 

 

 

 



 

 

６．法人の評議員会・理事会・監事監査・経営会議・法人活動報告会の開催計画 

  

  

経営会議 

毎月１回開催 

（構成：経営管理者、児

童分野・成人分野の

管理者・事務長） 

 

１．理事会への提案と決議案件の執行 

２．日常の法人運営全般の方針策定と執行、諸課題 

への対応 

３．各事業所運営の現況や課題等の情報共有、並びに

事業所間協力の調整 

４．緊急即応事案や緊急災害事案が発生した場合の対処

５．人材育成と研修企画 

６．その他経営に関する対処 

法人活動

報告会 

開催時期：９月頃予定 

（ 理 事 、 評 議 員 、

各事業所管理者） 

 

 

１．経営会議において、法人運営・経営について 

の決定した項目の協議・伝達等 

２．情勢、行政等からの伝達事項 

３．各事業所の報告 

４．その他必要な内容の協議・報告 

 

 

 

 

 

 

評議員会 

 

第１回定時 令和８年 ６月２１日（日） 事業報告・決算報告・監査報告他 

第２回臨時 令和９年 ３月２８日（日） 事業計画・予算 他 

理 事 会 

第１回 令和８年 ６月 ５日（金） 度事業報告・決算・監査報告・評議員会議案

第２回 令和８年１２月 ４日（金） 補正予算等 他 

第３回 令和９年 ３月１９日（金） 事業計画・予算 他 

監事監査 令和８年 ５月２９日（金）
法人運営・計算書類の監査 

監査報告書の作成 



 

 

７．法人の借入金償還計画（元金・利息）                （令和８年度）（円） 

 

借入先 当初借入金 当期償還額 借入残額 備考 

福祉・医療 

機構 

30,000,000   2,107,955 5,472,000 
平見ハイツ 

建設資金 

75,000,000 2,193,036 68,376,000 

ワークショッ

プゆう建設 

資金 

 

■「ワークショップゆう」 令和８年１１月（年度途中）より元金の返済開始 

※ 令和９年度返済額 元金 2,664,000 円＋利息 837,828 円＝3,501,828 円 

 

 

８．法人の管理職（３級・４級・５級職）配置 

 

法 人 本 部 

理 事 長 事 務 長 

細野 建治 生熊 映 

 

成 人 事 業 部 

いなほ作業所 ワークショップゆう 平見ハイツ 

管理者 

長尾 淳司 野々 江美 生熊 映 

児 童 事 業 部 

通園くじら 通園めだか 通園らっこ 放デイほたる 

園 長 園 長 管理者   管理者（主任）

保田 央 下口 公未佳 榎本 郁美 仲 さより 

 

 



 

 

９．法人の組織図・管理体制図 

 

 「別紙」のとおり 

 

１０．法人の本部事業計画〔重点的取組み課題〕 

 

１．新たな若い人材確保、育成する取り組みをすすめます。 

   

いなほ福祉会が大切にしている障がい児者福祉の実践や運営を将来に渡って

引き継いでいく上で、次世代を担う職員の確保と人材育成が急務となっていま

す。 

これまでは、福祉系学校への募集を行った経緯もありますが、継続した取り

組みとはなってきませんでした。 

 

デジタル化がすすむ時代において、若者の情報入手の媒体となっている「イ

ンスタグラムやホームページ等々」で若者世代の気持ちをつかみ「いなほ福祉

会」で働いてみたいと思ってもらえるような、さらに質の高い内容のものを発

信し、その獲得に取り組んでいきます。 

特に弱かった福祉専門職の獲得に向けた方向を明確にし、福祉系学校等への

採用活動にも取り組んでいきます。 

加えて、これまで募集の対象としてこなかった高校生のインターンシップ

（学生が在学中に自らの専攻や将来のキャリアに関連した就業体験を行う制

度）を活用し、採用後の国家資格の取得時の支援制度等の検討をすすめ、新た

な次世代を担う人材確保に取り組んでいきます。 

 

 

２．法人事務局体制の強化 

 

（１）法人運営に必要な業務を担う人材の育成   

社会福祉法人としての目的を再確認し、法令遵守等による法人経営の透明性

の確保と経営基盤の強化、福祉サービスの質の向上、人事管理・人材育成等と

いった経営に関する課題調整とその対応が重要と言えます。 

引き続き、児童分野・成人分野共に主任級も含めた管理者会議を実施し、こ

れまで築き上げられてきた組織基盤を継承して、これまで以上に職員全員が積

極的に活躍できる組織体制へと進化をさせていきます。 



 

 

また、相変わらず人材不足は、社会問題となるほど深刻さを増している状況

の下で、これまで以上に職員の処遇を改善し、人づくりを基本的な考えとし

て、職員を守る事務局を組織します。 

 

（２）事務局長の設置等の体制づくり 

現在、理事会への報告義務や、法人の関係諸規程の整備・財産管理・事業活

動においての適切な注意義務を果たす責任等を理事長が担っているが、今後の

理事・評議員の体制を見据えた、法人の業務を実際に執行する権限を持つ理事

として、業務執行理事を担う事務局長を設置する必要があります。 

本部事務局体制、施設・事業所体制の現状及び課題を明らかにし、法人組織

を再編する等、それぞれの機能の充実に努めていきます。 

 

 

３．持続可能な法人運営に向けた業務効率化の推進 

 

昨今の人手不足による諸課題を解決するためには、業務の効率化をすすめる

ことが不可欠です。生産性の向上を図ると同時に、職員が働きやすく、かつ働

き続けたい職場環境を整備することが、持続可能な法人運営の基盤となりま

す。 

そのため、まずは現状の業務課題を的確に把握し、業務の棚卸しと見直しを

行います。IT導入を前提とするのではなく、既存のアナログ業務を整理・改善

することは、着手しやすく費用面から見ても現実的かつ効果的な取り組みと言

えます。 

具体的には、日々行っている業務内容を徹底的に洗い出し、どの業務にどれ

だけの時間を要しているのかを可視化します。その上で、不要または過剰な業

務がないか、本当に必要な作業であるかを検証し、削減可能な業務や外注・集

約が可能な業務について精査します。 

 

毎月発生する「請求業務」や「労務管理」等の定型的な総務業務、議事録作

成などの間接業務についても見直しをすすめ、職員の業務負担軽減を図り、職

員が本来注力すべき直接業務（利用者支援）や、法人として取り組むべき最優

先課題に向かうための時間的・心理的余力を生み出す取り組みをすすめます。 

また、職員が実践業務から一時的に離れ、記録作成や連絡調整等に集中でき

る時間や場所の確保についても検討し業務効率化を図ります。 



 

 

併せて、Google Workspace等のＩＴツールの導入を段階的にすすめ、さらな

る業務効率化と生産性向上を図り、職員の業務負担軽減および精神的余裕の確

保に努めます。 

 

 

４．地域の状況に合わせた法人の課題に取り組みます。 

 

【成人分野】 

 

令和７年５月に新しい「ワークショップゆう」が開所し、定員２０名の事業

所から３０名の事業所へと広げることで、紀南地域の障がい者の日中活動の場

を保障するというところでは一定の成果をあげることができました。 

しかし、「生活の場」の充足というところでは課題が残っており、グループ

ホームの拡充が次の法人の課題となっています。 

今回、一部の保護者よりグループホームの設置をして欲しいという要望あ

り、「平見ハイツ」と一体的に経営できる条件を模索しながら、入居希望者、

保護者との話し合いを重ねながら生活の場の充足にむけた取り組みをすすめて

いきます。 

 

【児童分野】 

 

令和７年度から「通園くじら」は定員を２０名から１６名に引き下げるとと

もに、「通園らっこ」では、年度当初６名の子どもでスタートするなど、少子

化の影響が児童分野の事業所にも出てきています。 

障がいのある子どもや発達が気になる子どもが繋がってくるシステムづくり

に力を注ぐとともに、２事業所の継続ができるかどうかの見極めも必要となっ

てきます。 

 児童分野の将来構想としては、療育現場職員の人材不足と少子化の課題を考

えると、２事業所を５年後１０年後まで継続するのは難しいと判断していま

す。そのため法人としては、「通園くじら」と「通園らっこ」の合併をいつの

時期にするのか、どのような形で合併するのか等の様々な角度から検討を重ね

ながら計画的な事業の展開をすすめていきます。 


